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最近10年間のアルゼンチン経済

—ーアルゼンチン経済発展の諸条件—

Consejo Nacional de Desarrollo, Co11dicio11es />ara el Dcsarrollo 

Nacional, 1962, ii+82p. 

I アルゼンチンの経済危機

最近のアルゼンチン経済は箸しい停滞と混乱にみまわ

れ，それは大恐慌の1930年代をしのばせるものがあると

いわれるほどである。対外収支の赤字は， 1961年， 62年

には，それぞれ， 6億ドル， 3低ドルに達し，財政赤字

も，財政支tt1の半ばを占める960（意ペソをこえ，その上，

国民総生産も実質的には減少を示し，このためおこった

インフレのために生計股指数は 1年で30％も上昇・し，ま

た失業者も増加して，その数は約70万人（失業率8.7%)

1このぽるものとみられている（注1)。最近のアルゼンチン

経済の混乱と停滞が，いかに容易ならぬものであるかは

想低にかたくない（第1表）。

しかしながら，アルゼンチン経済の停滞と混乱はけっ

して最近にはじまったことではない。すでにペロン時代

の半ばより停滞のきざしが見え，その後数度の危機を経

て今日にいたっているのである。枇界経済の栴造的な変

化のなかで，アルゼンチン経済は， 1930年代よりそれま

でたどってきたば拉産物翰出を中心とする経済発殷のン9夕

.!..ンを大きく変え，国内工業化の道を歩むにいたったこ

とは周知のとおりである。そして，その後工業化がかな

り進んだにもかかわらず， 1948年を境に経済的停滞と混

第1表汲近の主要経済指採
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（出所） Qiヽar/erlyEco910199icReviau. ArgeIIti9la, 

December 1963.（なお同沢料による1963年11月

の生9|・喪指数は194,1960年＝100)

乱の時期を迎えたのであった。その原因は当初プレビッ

シュ等により（後述），ペロン政権の経済政策の失敗によ

るものとされていたが，ペロン失脚より 8年を経た今日

もなお，事態は好転しないばかリか，むしろ悪化しつつ

あるのである。

このようなアルゼンチン経済の停滞と混乱に対処し

て，アルゼンチン経済を再建するために，大統領府のも

とに「国家発殷審厳会」（ConsejoNacional de Desarrollo) 

が設けられているが，この機関によって作成された最近

10年間のアルゼンチン経済のいわば経済白歯とでもいう

べきものが，ここに紹介しようとする『国家発殷の諸条

件』 (Co11dicio11espara el desarrollo nacional)である。

したがって「発屈の諸条件」という題名の意味するとこ＇

ろも，けっして陳腐な拙象的発展論ではなく，アルゼン

チン経済にとってきわめて切実な意味を持っていること

はいうまでもない。本夜料は主としてつぎの三つの部分

よりなる。

(1) アルゼンチン経済発殷の諸条件とそれに基づく経

済発股の基本的政策の検討

(2) 最近10年間のアルゼンチンの経済状況の検討

(3) 最近10年間のアルゼンチンの通貨金融状況の検討

ここでは本究料に基づき，最近10年問のアルゼンチン

経済を概観し，ついで従来のアルゼンチン経済に関する

いくつかの敬論と対比しながら，本炎料の所論を検討す

ることにする。

はじめに，本炎料を作成した「国家発展審踊会」につ

いて紹介しておこう（注2)。

この機関は大統領府 (Presiclencincle la Naci6n)の付

屈機関として， 1961年8月，政令によって設立された。
アルゼンチンの経済・社会発股の系統的・永続的な分析

をその主要任務とする。その職務のうち，主なものは，

国家経済発殿過程の目標の設定．短期および長期計画の

作成，基幹的緒部門への投衰計画の検討および評価であ

る。また国家計阿と相互的な関迪において評価を行なう

こと，ならびに，外国炎本埒入の交渉と獲得を促進する
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こととを目的として，各種の計側に責任を布する詣機l'hl

の協力を11カ長させる。

さらに，発殷と関係ある技術的問題に関する国際協力

計画の準伽，統計作成の協力および設定された諸目稲迷

成のための社会的・経済的諸条件の研究遂行をその任務

とする。

この？栢蹄会の主宰者は経済相であるから，諮問段階に

おいてなされた決定は，大きな有効性を有する。

（注 1) いずれも QuarterlyEconomic R匹 ictu,

A?.g⑰ tina, December 1963による。失業者数は，

Consejo Nacional de Desarrolloの大プエノスアイレ

スにおける濶究に込炉づく推定である。

（注2) ＊狩料 pp.20~21。アルゼ‘ノチンにおける

関係機関としては， このほか CITES(Consejo Inter-
ministerial de Trabajo, Economia y Servicio，労憚

経済・サービスに1関する省I！謬議会），ConsejoFederal 

de Inversiones（述邦投沢祁議会），政府機関ではない
が Institutode Investigaciones Economicas y Finan-

cieras (CGE=Confeder-Jci6n General Economica 

の付屈機関）などがある。なお ConsejoFederal cle 
lnversionesと Institutocle Investigaciones Econo-

micas y Financieras de C. G. E.の共同で， Progr(I99IO

cmljt¢Ilto iJara cl clesarrollo agr0/JCCI(ario e iIIdIヽ•

strialが出版されている。すでに ler Informe (1962年

5 ~11月）および， 2do lnforme (1962年12月～1963

年5月）が，それぞれ1962年， 1963年に刊行されてい

る。いずれも 4部にわたる膨大な買料で内容も多岐に

わたり，アルゼソチン経済を知るうえに殺頂な汽料で

あるが，政府の公式の経済計画ではない。

II 最近10年間のアルゼンチン経済

1. 最近10年間の特徴

アルゼンチン経済の停滞と混乱を検討するにあたっ

て，本資料は何よりもまず，それがいつから，どのよう

にしておこったか，そして，その停滞と混乱の時期が，

それ以前の時期と比べて，どのように異なるかを明らか

にする。本資将の冒頓をそのまま引用すれば，

「アルゼンチンは， 1930年代から始まる発展過程に

おいて二つの明確な段階を示し，それはつぎのごとく

概括される。

第 1段階は庫純工業品の輸入代替および第1次産業

部門（多くの場合生瓶性が低かった）より流ILIした人

的狡源の工業生廂活動への紺入を屈礎とする発殷段階

の時期である。

この成長過程は，翰入総額が国民総生産に開して明

らかな減少をみせたときに，限界に達した。

ぅ0
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第2の段階は，この1限界の時点より始まった。その

開始は，広範囲な不況によって特徴づけられた。この

不況は，従来の仕方で誘羽された発展の停止を意味す

るものである。」

この第2の段階とは，いうまでもなく1950年以来の時

期である。したがって本資料のとりあげる「最近10年間」

とはけっして単なる便宜的な期間の設定ではなく，停滞

の時期として，それまでの時期と区別される紐3)もので

あり，今後の発展の諸条件を検討するには，この時期の

経済の状況をどのように評価するかがまず問われなけれ

ばならなかったのである。

本資料の述べるところによれば，巌近10年間の特徴は，

生産機構の払礎棉造 (infraestructura)における停滞と，

股牧業部門からの供給の硬直性および輸出品購売力の減

退に示される停滞である。生産の茄礎栴造すなわち，運

翰・エネルギ一部門等の払礎的社会汽本は，修復・拡張

が行なわれぬままに長い問使用され， もはや，そのサー

ビスを必要としている生産諸括動の継続的州大をもたら

さない。一方農牧業部門よりの供給の硬直性と，股牧業

産品に対する国際需要の比il咬的低い弾力性はアルゼンチ

ン経済の翰入能力を危機状態におとしいれ，上記の構造

的問題をさらに悪化させている。｝災牧業産品の海外術要

の硬直的性格のために，輸出品価格の水準は1951年から

1961年にいたるまでに， 35.7％も低下し，この10年間に

この原因による輸入能力の減退は42［意ドルにのぽったの

である。また輛入能力の潜在的な脆弱性は，股牧業部門

からの供給の硬直性にも基づくことは明らかであり，た

とえば， 1951~52年の悪天候による農牧業生産の停滞は

7億5000万ドルの外貨炎失を意味したのである。

このような諭入能力の停滞は，一方で，機械・設（前・

如要原材料の実質的な翰入を困難にし，他方，必要とさ

れる基礎構造への諸投資の更新と拡大のために必要な資

材の輸入を制限することによって．経済発展を妨げてい

るのである。しかもアルゼンチンでは，主要原材料（鉄

銅，石油化学品，化繊製品）・燃料・基本的究本財（翰送

手段， J｝暉業・工業機械類）の国内生施が不十分なために，

社会的Iifl接賓木の整備と工業生産のための輸入依存度は

非常に泊j<（iE4)，上記のような輸入能力の停滞はきわめ
て深亥l]な事態をもたらさざるをえない。

以上の事態は一体となって，生産力の倅滞ないし減少

に作用したことはいうまでもなく（第2表および第3表

参照），固定探木紫梢額に対する生産額の比率でみても，

1930年から44年の間には， 88.1％に達した後， 1946年か
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ら61年には20.4％にまで放少したのである。

そして以上のようなアルゼンチン経済の構造的悪循環

一それは，輸入能力の停滞と楡入需要との間の不均衡

として最も明示的に現われる一は，最近10年間に国民

所得の明らかな泣少を見た三つの危機段階をもたらした

（第3表）。これらの危機と前後してそれぞれ，・ (1)ペロン

経済政策の変更(1950年前後），（2）ペロンの失脚と新政権

による経済政策の甚本的変更(1955年），（3）通貨安定・外

資蒋入を中心とするアルソガライ・プランの実施 (1958

蘇）が行なわれた（いずれも後述）。

第2表国内総！暉の推移

(lli位： 1950年(1lli格， 10惚ペソ）

年次設 梁 l•五·．-··—i]屑厄眉厄喜―l 
19451 9,3011 101.11 13,724! 73.8145,9501 78.4 
1946 9,729 106.4 15,206| 81.8 50,0351 85.4 

盟i悶，＇畠廿1..t }i, 9塁器•.iItt,'盟虚 lii.．i 
1949 9,699 106.1 18,044 97.0 55,8甜 98.8
1950 I 9, 1441 100 I rs, 5951 100 I ss, 598] 100 
1951 I 9,732/ 106.4/ 18,9241 101.8! 60,42.,I 103.I 
1952 I 8,6091 94.ll 17,253j 92.81 56,4111 96.3 
1953 I ll,041[ 120.7 I 16,8301 90.51 59,4991 101.5 
1954 I 10,763/ 117.71 18,3841 98.91 62,0721 105.9 

1955 I 11,1651 122.11 19,729I 106.ll 64,6601 110.3 
1956 I 10,9531 119.81 19,3341 104.0I 64,5501 110.2 
1957 j 11,1431 121.91 20,5771 110. 71 67,122: 114.5 
1958| ll,288123.4| 21,445 115.3 68,740} 117.3 
1959 I 11,1541 122.0: 18,7031 100.51 65,0671 111.0 
.... -...0~ •一•---···-·-·ー·-

第3表 国民所得の推移
．．． ．ー・•一

1人 口 I総所得 1人当たり

年次l単位： Im疇霊示面主逗壁1し
ー竺竺竺(%)！年価格|lt(％]笙訂塁閲
1945 l1s,s9o.ol -I 48,0281 -I 3,121 
1946 115,653.61 1.7 j 54,2061 12.71 3,4561 10.7 

1948 16,306.5 2.31  
1947 115,942.11 1.s I 62,654 15.81 3,9301 13.7 

65,890! 5.21 4,0411 2.8 ・ 
1949 16,737.0 2.6 62,757l -4.8 3,750 - 7.2 

1950 17, 188. 5 2. 7 62,249l -0. 8 3,622 - 3.4 
1ss1 [17,635.41 2.6 I 64,046; 2.~f 3,6321 o.a 
1952 ¥18;040.l¥ 2.3 ¥ 59,715¥ -6.8¥ 3,3101 -8.9 

1954 18,755.9 1.9 65,914|  
1953 118,400.21 2.0 I 62,9711 s.s1 3,4221 ・ 3.4 

4. 71 3,5141 2.7 

1955 ¥19,122.21 2.0 I 68,2921 3.6 
1956 19,494.7 1.9 67,703|-0.9 
1957 19,875.3 2.0 70,415 4.0l 3,543 2.o 

72,3501 2. 7j 3,5721 0.8 1958 120,257.01 1.9 
I 1959 20,6ll. 5 1.8 68,900-4.83,343 - 6. 4 

1960 20,959.2| 1.7 72,933 4.41 3,4322.7 
0.6 I 76,000¥ 5.71 3,6061 5.1 

ー・・ 一

（出所） 人口： Dirccci611Nacio11al de Estadi.~tica 
y Ce11Sos (1956年以開は推定fli)。
所得： BancoCentral, Bolet/11 Estadi.~tkn, 

以下1951年より1961年にいたる倣近10年間をこれら三

つの時期に分けて，すでに述べたアルゼンチン経済を停

滞させている払木的諸要因が，具体的にアルゼンチン経

済をどのように規定し，またそれらに対処しようとして

行なわれた，オllつぐt行政策がどのように作用したかを概
祓することにしよう。なお，本疫料においては，通貨・

金融の状況が，分析の主要な視点となっており（いわゆ

るマネーサプライ分析），その意味では，以下の紹介も

表而的な概観を行なうにとどまるものであることは否定

できない。しかしながら，上記の相つぐ諸政策が，主と

して為替政策•金融政策の変更を通じて行なわれ，それ

が，通貨・金榊の状況に端的に反映したことを考盛すれ

ば，それを分析の中心に据えた本毀料作成者の意図も，

またその衰料的意義も理解されよう。

2. 1951年～1955年末

この時期の対外収支の不均衡はまず1951年， 1952年の

気依条件によってもたらされた。農牧業産品翰出の急激

な低下（第4表）に始まり，この2カ年の対外収支の赤

字はそれぞれ， 2{邸郊沿万ドルおよび1イ屈8400万ドルに

のぽった（第5表）。このため行なわれたi愉入ライセンス

を通じての輸入割当の強化は1953年に一時的な貿易収支

の黒宇をもたらしたものの，この時期全体としては，輸

入能力の低下にもかかわらず，工業化の強い要言｝｝によっ

て輸入稲要は大きく，外貨計暉iiの利用も埒大して， 1951

年初頭には， 6 {1cl:9000万ドルの保有高を示した中央銀行

の対外純貸産は， 1955年末にはわずか1低1900万ドルと

なったのである（これらは当然，支払い手段の吸収要因

として作用した）。

1950年以後，輸入能力の回復のためにペロン政権は，

IAPI (Instituto Argentino cle Promoci6n del Inter-

cambio＝アルゼンチン貿易振典）ヤ（を通じて股産物価格

を有利にする政策（国際価格が一定価格に達しない場合

その差額を IAPIが支払う）をとった。このため1951~

52年の果気後退のあと， 1953年には農業生産は28％の増

大を見た。ところが，工業一般（迎輸・俎力を含めて）

は大きく伸び悩み，その成長率が股牧業よりも低かっ

たことは注目に値する（第2表参照）。これを反映して民

第4表 1950~53年翰出入・1it指数 (1950年＝100)

--―--—-•[.---
年 次 l翰入指数 翰出指数

·-···-··---·●’•·.·—,..—......一 ----·一••~ •一
1 9 s o I 100.0 I 109.Q 

i t危i 湛：t]悶：t
1 9 5 3 65.3 88.8 

--····—_,.,.._._ ＿．．-- -~.. 
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第 5表対

l I 翰入能力
―-1 i lけの柏tli サーピス 円本の
1 • I 1多廊J| nl・ 

外 収 支 (lii位： 100万ドル）

I厖!n漁1財のし、1ll又w支；：こi;□：
;--・---．． ● ● 9 9 •. • - --

1 9 5 1 l, 169.4 19.6 41.3 1,230.3 18.7 1,480.2 - 268.6 - 268.6 
1 9 5 2 687.8 56.5 247.3 991.6 3.7 1,189.3 - 184.0 - 184.0 一

1 9 5 3 1,125.1 16.7 0.4 1,142.Z 6.4 795.1 353.5 353.5 一

1 9 5 4 1,026.6 27.3 -86.4 967.5 1.7 979.0 9.8 9.8 ~ 

1 9 5 5 928.6 26.4 1.5 953.5 8.1 1,172.6 - 211.0 - 211.0 ~ 

1 9 5 6 943.8 71.3 148.4 1,163.5 12.7 1,127.6 23.2 23.2 
1 9 5 7 974.8 47.7 38.5 1,061.0 1. l 1,310.4 -250.5 - 175.5 75.0 
1 9 5 8 993.9 13.8 0.5 1,007.2 15.9 1,232.6 -241.3 -223.3 19.0 
l 9 5 9 1,009.0 16.5 49.0 1,074.5 1.1 993.0 80,4 251.4 171.0 
1 9 6 0 1,079.2 13.9 294.3 1,387.4 2.5 1,249.3 135.6 309.4 172.8 
1 9 6 1い）I 964.1 11.0 331.4 1,306.5 4.7 1,460.3 - 158.5 - 193.6 - 35.l 

（注） （1) CAFADEおよび Direcci6nNacional cle Estaclistica y Censosの推ni・。

（出所） Banco Central, Boletln Estadistico. 

間投災の拡大も工業より農業のほうが大きく， 1954年も

この傾向は変わらなかった。

他方IAPIの行なった股牧業産品の売買のための融汽

は，財政赤字とともに政府部門による支払い手段の創出

要因としてきわめて重要な意味をもち，インフレの重要

な要因となったことは否定できない（第6, 7表）。ただ

比較的高い貯菩率（国民所得の18.9%）と，金融機閑の

純衰産の増大が，支払い手段の吸収要因として働き，そ

れらの貯菩が政府部門等の大きな喪金盤要への部分的融

資をもたらし，かくして大きなインフレヘの衝幣はある

程度回避されたのである。

第6表 1957年末までのIAPIの銀行夕濯

（米位:100万ペソ）
．． 

収樅物買い入れによる損失 10,115 
固営企梁への融賓 3,561 
各種公共機阪に対する協狩と購入物 1,156 

怠 「kJ 悶成 魯 ·—---—一土塁―-
| 19,700 
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第 7表通 it 金融状況 (Jji{t,:: 10低ペソ）
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3. 1955年末～1958年末

すでに述べたように，前期の末に至ると対外収支は非

常に悪化し，中央銀行の金・外貨保有高の激波をもたら

した。このような対外部門の危機状態に対処するため，

ペロン失脚後新政権は為替制疫の変革を行ない，従来の

複数為替レートから，自由・公定の二本建てとし，かつ

公定レートを従来の 1ドル＝5~7.5ペソより，いっきょ

に18ペソヘ切り下げた（第8表）。これによって中央銀行

の対外資産は増大し， 1956年に21｛意ペソにのぽる支払い

手段の創出要因として作用した。

このような平価切り下げは当然愉出を有利にしたが，

それはきわめて短期的効果にすぎず，平価切り下げによ

って生じた輸入品の価格上昇は，かなり急速に各産業の

コストおよび価格にゆきわたり，その結呆はi俎牧業生産

のコストにまで影勝を及ぽし，結局農牧業生産コストと

農牧産品価格の関係は， 1956年に改善されたあと，為替

改革前の水準にもどりがちであった。かくして，農牧業

生産の大幅な増加はもたらされなかった。

他方新しい為替率によっておこった，輸入品（J原材料

等）の値上がりによってもたらされたiijいコストに対処

するために，民間部門の衰金需要は増加し，さらに貨金

のかなりの増加が，衰金需要の増加に拍車をかけ，民間

部門に対する銀行融資の総額は， 1955年の33t意ペソから

1956年の701意ペソと大幅の増大を示し，これは，新政権

が緊縮均衡財政によって，政府部門の支払い手段の創出

を25億ペソ（前年1955年は54{．忍ペソ）にとどめたにもか

かわらず，支払い手段の大品の創出をもたらすことを謡

味したのにあった。

第8表 アルゼンチソの為替レート，物(1lli, -T冴慇l.:.Pi1

> i[[]/
(！li所） IMF, IlIt¢r)/oti09“‘l FiIIaII(••ial Statisti( .. s. 
Sept. l茄0and Feb. 1964. 

しかも1958年にはいると政府は銀行ストによって妨げ

られた税収の不完全さをカバーするために， 278{意ペソ

にのぽる融衰を受け（別に202低ペソの公偵発行），また

貨金の大幅な地大のために民間部門への究金僻要は1958

年下半期にいっそう拡大して，同年末に民間部門に与え

られた融喪は259低ペソに迷し， 1958年の支払い手段の

創出はきわめて大きなものとなった。一方支払い手段吸

収の要因としての貯菩性預金は拡大したものの十分では

なく，創出された支払い手段のほぽ4分の 1を不要とし

たにすぎず，かくしてインフレがすすみ，卸売物価は1958

年に約31％の上昇を示したのである。

かくして国内物価の上昇と公定為替レ.:...トの維持は輸

入址の増加を意味し，結局為替相楊の変革後の 2年間を

除けば，対外収支の梁積的不調の結果，金・外貨準備は

それ以前の水準に復伽することとなったのである。対外

収支は1958年にはすでに2億2000万ドルの赤字を出し，

また， 1958年末の巾央銀行の対外衰産は24低8100万ドル

であったが，その負偵は43低3500万ドルに迷していたの

である。

4. 1958fド戎;;'.~1961~:.

かくして，アルゼンチンは，生産活動の停滞および永

続(I勺インフレによって経済的危機に陥った。これに対処

するため， 1958年末，ふたたび為替制疫の根本的改革が

行なわれ，単ー自由為替レートとなった。さらに従来の

輸入許可制殷の廃止，大部分の助成金と価格統制のI絡ll:

が行なわれ，きびしい金櫛規制が行なわれるにいたった。

このような強力な通貨安定政策によって，為替相楊が

かなりの割合で上昇したうえに従価追徴税と事前供託

金制度（注5)の設定によって軸入が制限され，輸入の自然，

的収縮がもたらされ，この結果1低9000万ドルに上る為

替の超過供給がもたらされた。一方通賀安定政策を裂付

けとして， IMFおよびアメリカからの 1億9500万ドルに

上る借款を得た。．これらは金融上の観点からみれば，312

低ペソの支払い手段の創出を行なったことになる。他方

為替改革より生じたコストと物価の上昇の結果，民間部

門への金融機関の隙資も増加し， 229億ペソに上る支払

い手段の創出要因として作用した。

一方先に述べた輸入の減少は21.5％という大幅なもの

であり，当然，大きく原料・燃料を輸入に依存している

国内総生産も， 5.2%（対前年比， 1950年を100とすると

6.3％の減少）の減少をもたらした（第2表参照）。この

ょうに為替改革を原因として，財・サービスの供給が減

少する一方，支払い手段の供給は上述のごとく大きく拡

53 
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大したから， 1959年の卸売物価指数は前年と比して133.5

％もの上昇となったのである。

翌1960年にも，通貨安定政策は維続された。先の為替

改革を原因とする愉入品価格の上昇，コストの上・外によ

る汽金盆要が拡大する一方，投疫に対する刺激も強く，

純投究率は国民所得の24.5％とこの10年間の最甜水準を

示して，衰金術要をいっそう硝大させた。これらは市IP
銀行の現金準{iil率を漸次引き下げる政策とあいまって，

民問に対する銀行融汽は急速に拡大し，その増加率もこ

の10年1iil最大であり，これによる支払い手段の創出は

474t意ペソに達した。石油生j近の開発が活発化したのも

この時期である。

このような民間投疫の拡大は当然，大幅な沢本財輸入

の増力11(75%）をもたらした（事i,!!！供託金制疫はすでに

前年末にliむ止された）が，それを可能にしたのは安定的

な貨幣政策によって附大した外毀流入(2(.~9000万ドル）

と借放 (1低7000万ドル）によるものであった。

一方，股牧業生産のコストは，工業品価格の1直上がり

を反映して」こ外し，輸出の実虹的増加は必ずしも十分で

はなかった。しかるに先に述べたように，投毀に刺激さ

れた毀本財翰入を中心に軸入は増加し， 1960年の貿易収

支は悪化せざるをえなかった。しかしながら上述のよう

に大幅な外毀流入があったために，貿易収支の悪化にも

かかわらず，その赤字は柚われ， しかも 3低1000万ドル

に上る外貨準備の増大をみた（これは当然大幅な支払い

手段の創出を慈味した）。なお政府の緊縮財政政策によ

って，前年よりひきつづき，政府部門の支払い手段の削

出要因としての役割は低かった。

他方吸収の要因は，かなりのl¥YI大を示し，創Ill要Illの

増加に比べては低かったものの，物価の上昇は27％と計i

年に比較してかなリ低い率にとどまった。ここにアルゼ

ンチン経済は一時的な安定を得たということができよ

う。

1961年は前年にひきつづいて，投衰の拡大が続いた。

これはこの年に成長を促進させるために重要な投毀計画

の必要性が強調され，それが実現されたことによる，基

礎樅造事業への投衰と，石油・製造工業の拡大によるも

のである。これは国民総生産の5.7％の拡大をもたらし

たが，他方で当然，金融僻要の拡大と沢本財輸入の拡大

をもたらし，この年の民間部1りに対する融狡は 5祁低1:

ルにのぽった。

一方気餃（か条件が加わって農業部lりの生tiiは礼ル少に転

じて，輸出が、思わしくなかったにもかかわらず，上記の

54 

毀本財輸入をはじめとする輸入増加のために貿易収支は

この年にはいってますます悪化し，しかも，前年のごと

く外狡流入によってこれを補うことはもはやできず，結

屈中央銀行は大1iしの外伐放出 (1位t4000万ドル）を余偽

なくされたのである。かくして前年に回復をみせたアル

ゼンチン経済も， 1958年末の改革後2年を経て，早くも

ふたたび困難に立ち向かわざるをえなかったのである

（なお，外貨放出は支払い手段の吸収要因として働き，

貯祖性預金の拡大が今までになくおそかったにもかかわ

らず，物価上外は13％にとどまった）。

木狡料のアルゼンチン経済にI関する分析は1961年をも

って終わっているが，その後もいっこうに回復のきざし

をみせず，政治的な混乱とともにいっそうの停滞と混乱

を示していることは，本論の冒頭に述べたとおりである。

（注3) 位近10年1:りを一つの時期ととらえること自
（本にもli1J題があろう。しかしながら，たとえば1950年
以降を新たな段附としてとらえ，そのft,惰いの甚本的要

IMをit91リJしようとしたごく紋近の研究に，アルゼソチ
ンの経済学渚 AldoFerrerの L([ EcoIIOII(ia ArgCIl• 
liII<‘, LasIitcIIXIS (le.SIヽDes(lrrollo.)'Probl¢19/（ヽS

Actuate.~, Buenos Aires, 1963がある。かれはl930年
以後())アル・ピンチン経済を未統合のエ菜の段 l~ (la 
cconomia industrial no inlegrada)として，それ以前l
()) 1次i約1.r＇，釦IIの段附 (laeconomia primaria c.xpor・

tadora)と区別し，さらに， 1930年以後の段階を二つ

の時期に分け， 1950年以1.1f.を未統合のエ架による経済
発殷(/)不均衡と~;,滞の各種の傾 l;,j が明らかになった時

期であるとしている (p.212)。

(il:4) l.!il述の推定によれは:, ~＆礎樅追および生盗
股備の更新に必要とされる金額は 257低ドルにのばり
そのii'（摘Ill!接松入分は20.8％に達する（本代料p.25)。

（注5) 必要物iその翰入は自Ill為替レートで行なわ
れるが，その他の物i1())粕入はその必要殷．に応じ20,
40, 300％の賦牒金を課し， 9JIjにijt1liI供託金制9虻が適JII
された。いずれも翌年11月に廃止された。なお翰1りも

自由レートで行なわれるが，翰t1.i品価格の10~20％の

柑（保金を賦牒する。

IIl アルゼンチン経済停滞の要因と発展の諸条件

以上のように，最近10年間のアルゼンチン経済は，い

たずらに平価の切り下げと為替改革のくりかえしを行な

ったばかりで，国民総生産の増大をほとんどもたらさな

かったばかりか， 1人当たりではかえって減少とさえな

ったのである。このことは最近l0年間の時期は，工業化

の道を歩みはじめた1930年以後の時期のなかでも，国民

総生P位の増加が比餃1'1り大きく， 1人当たリ生沌もJ¥Y/大し

ていた1948年までの時期とは大きく異なることを、意味し
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ていたことはいうまでもない。

これは，すでに述べたとおり本資料の強瀾するところ

であ!JI この時期の基本的特徴として本資料•の指摘する

ところも先にかかげた。本浴料はこれに基づいて，今後

の経済発｝」眩の詣条件と語政策を検対しようとするのであ

る。

しかしながら，このような事態は，この期の初めにお

いて，ベロン政権自身によって阜くも認識され， 1950年

前後より政策の変更が行なわれ．さらにそれは，第2次

5カ年計画（従来誼要視されていなかった農業生産の刑

大が強調されている）にも反映された。さらにペロンが

失脚するや，当時 ECLAの事務局長であったプ．レピッ

シュ（ペロン政権に追放される以前はアルゼンチン共和

国中央銀行総裁）が召換され,•有名なプレビッシュ・レ

ボートによって，停滞したアルゼンチン経済の分析がな

され，これに晶づき新たな経済政策の提案がなされた(/)

であった。そして1958年，アルゼンチン経済がふたたび

新たな危機を迎えると，外沢埒入と通貨安定を中心内容

とする， IMFの影勝を強く受けたアルソガライ・プラン

が実施にうつされ，また，これとII寺を同じくして，この

ようなアルゼンチン経済の長期的停滞の｝Ji(l団を分折し，

これに甚づき，アルゼンチン経済の開発計画を提示した

ECLAの報告（後述）が発表されたのである。

これらはいずれも，当時の経済政策に対して．IE大な影
堀力を持っていたと同時に，アルゼンチン経済の停滞の

原因をとらえようと試みたものであった。したがってこ

こではまず，これらの見解がそれぞれどのようにアルゼ

ンチン経済をとらえているかを検討し，本汽料の所論を

理解する手がかりとしたい(tJ:9)。

l. プレビッシュの見解(i.E?)

プレビッシュはアルゼンチン経済の伴滞の恨本的｝Ji（因

をつぎの 3点に帰する。 {l)工業部門の偏重政策と農業生

産の停滞。 (2)工業部門における十分な輸入代替が行なわ

れなかったこと。 (3)石油賓源開発の不足。

ペロン政権下では，｝農業の労慟生産性が面まらない(/)

に，工業偏重政策のために労拗力が工業へ移動して， 1災

業生産は停滞し，翰出が減退し，農産物価格の世界的下

浴とともに外貨危機を招いたのみならず，農業部門の所

得のi戌少は工業生産物のための国内市場を用慈しえなか

った。このように，農業部門の瓜要性と，農・エ両部1"l

の密接な関連に十分な考廊が払われなかったことが，経

済倅滞を招いた第 1の原困である。

第2にアルゼンチンではすでに，梢痢lイの諭入代替は

行なわれていたが，機械等資本財の輸入代替はペロン政

権下でも十分行なわれなかったために，また｝原料生産が

不十分であったために翰入に依存せざるをえず，一方，

国民経済を支える基幹部門の建設が不十分であっにこと

が経済の停滞をi尊いた。

第 3 に，石油毀源のliI·，1苑がまった＜府1•分で， 1．iill輸

入は全輸入の5分の 1を占めるようになり，火力り6,jtが

屯力供給の大部分を占めているアルゼンチンにおいては

非常な俎力不足をも招くこととなった。

以上の 3点が，対外収支を悪化させ，非常な外貨危機

となって現われたが，そればかりでなく，翰入の不足は

}Ji(料・沢本財の供給不足，エネルギー・翰送部門の不足

となって国内生i並を大きく停滞させたのであった。

一方このような生産停滞のもとでの IAPIの股産物買

い上げ価格操作をはじめとする国家財政の赤字と，生産

姐l:昇の伴わぬ貨金上昇とが，インフレをもたらした。

そしてプレピッシュはこのようにアルゼンチン経済を苦

境におとしいれたものは，ペロン政権の「I珪l家の誤れる

干渉と統制の結果」によるものであると結論するのであ

る。

このような評価にiしづき，プレビッシュの主張する短
期の政策は，（1）平価切り下げによる強力な股業生産の助

成，（2）工業製品の粕出嗅励 (3)外伐借秋のW1大（特に石

ilhlJB発のための）であり，そして長期（lりには，各部I1『l(/)

生旅増加と輸Ill(/）増大により，）瓜材料•，毀本財楠入を可

能にしようというのである。

2. ECLAの報告1．靱の見解
ECLAの報告：lド(A11.ilisisy l)I•(>.)'ca·ioIIes del d邸 (9•• 

rullo じ((JIIdIIIiro, v. Iil des，trroll(｝ C(•(IIIdIIIico d¢ l(t 

Arge11ti11ヽl, 1959)（注8)はアルゼンチンの経済発殷のI凪

害要因としてまず，つき・(/)2点をあげる。すなわち，（1)

輸入能力の不足，（2）没本折禎の不足である。第 1に資本

紫梢の不足は，輸送・電力等基幹部門，工業部門および

石油産業において大きい。必要な液本形成が行なわれて

いないために，工業生産は停滞し，一方世界恐慌以来の

価格の不利化と浚本形成の不足によって，農業生産も停

滞した。機械． i没{Jjii製造製鉄・石油化学，パルフ゜産業

の発展が進んでいないために， これらの供給は前釦入にた

よらざるをえない。しかるに愉入能力の不足のために，

これらの十分な輸入ができない。翰入能力の不足は，石

油輸入の郎」Iと，輸II1額の減少—一輸/:!派の低下と交易

条件(/)地化一ーによグ（おこったも(/)で，これは工業発

IJ妙のために必要な斑本財と原料の愉入を十分行なうこと
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を許さないのである。

かくして第2点の毀本紫積の不足は，まず対外収支の

不調によってもたらされたが，しかし，これは今や経済

の自立的発股を妨げる基木的要因となっているのであ

る。しかもこのような生産・翰送部門における狡本形成

の不足は，就業構造にも影粋し，工業部門の労働i仰JIliま

比較的低く，｝農業部門も労働力の不足を経験したのに対

して，直接生産的でない部門（商業，サービス，公務等）

に労働力の増加が集中し，これらは結局，労働者1人当

たりの生産の低下を意味し，ィンフレ圧力を強めたので

あった。

このような悪循環をたちきるためには，衰本不足と，

中間財供給の不足を克服しなければならないが，このた

めにはつぎの 3点に努力が払われなければならない。 (1)

工業化，（2）石油開発，（3）｝謀業の機械化がこれである。布

油翰入の減少と股業生産の増大ぱ，輸入能力を悩め，｝ji[

料・疫本財の翰入を可能にし，これらは経済の自立的発

屈への道をひらく。しかしながら，（1)~(3)のいずれも，

はじめは大批の軸入を必要とし，当面かなりの批の外固

援助は避けることができない。しかしながら，これは一

時的なものであるp これによ加工業化｀石油開発，股

業の機械化は進み，その汽本紫積によリ労働力の配分も

理想的なものとなり，生産性は上昇しインフレの要因は

回避されるのである。ただ，投探しうる額は限られてい

るから，優先的投汽計画がきわめて重要であって，生産

的部門，特に対外術要が停滞し， 1国内盤要の{I|lびも今後

あまり期待できない股業よりも，製造工業・輸送部門へ

の投衰を増大しなければならない。

以上紹介した両者の指摘は，多くの共通点をもち（注9),

かつ，かなり明確に具体的な政策に反映したということ

ができよう。すなわちまず第 1にプレビッシュのいう農

菜生産有利化のための平価切り下げはただちに実行され

た。第2に外狡祁入の政策は，フロンディシ政権下の通

俎安定政策の痕付けとしてかなり強力に行なわれた。特

にこの時期の外国汽本による石油開発は，石油自給化を

計るためとは言え，国内の大多数の人々の強い反対を押

し切って行なわれたものであった。もとよりこのフロン

ディシ政権下の「経済安定2カ年計画」はIMFの勧告に

基づくものであり，その意味において，この政策は通択

を安定させることが，まず経済発殷の前提であるとする

IMFの基本的な考え方に弛＜！獄評されていることは否

定できないが（注10)，フロンディシ政権の強行な通貨の安

ぅ6

定政策も，経済の安定をめざすものであったと同時に，

大批の外沢の流入と借款の拡大を確保するための有力な

手段であったことは言うまでもない（注11)。

ところでこれらの政策はどのような成果をもたらした

のであろうか。まず， 2炭にわたる為替改革は，いずれ

も短期的には農業生産を有利にしたものの，前述の事爽

の示すところによれば，やがて平価切り下げによるコス

ト上昇が農牧業にまでゆきわたり，もとの状況にもどっ

てしまうのであった。

つぎに，通貨安定と外狡祁入を中心とするアルソガラ

ィ・プランも，短期的にはまず生産の放退をもたらした

あと，翌年は投毀の増大が貸本財翰入を硝大させたにも

かかわらず，これは大救の外毀流入によって補われたの

であった。しかしこれもつかの間であって，その翌年に

は，もはや外毀の流入は投疫に追いつくことができず，

早くも対外部門の不均衡を生み出し，ふたたび困難な経

祈状態に陥らざるをえなかったのであった。

かくして結局は，これらの諸政策にもかかわらず，生

産は伸び悩み，経済は停滞からまった＜脱却できなかっ

たと首うことができよう（ただ，石油の自給化はほぼ逹

成された）。

3. 国家発J屈審滋会の見解

本汽料は，本論の冒頭に紹介したとおリ，以上のよう

な停滞の10年を一つの時期とみて，その特徴は，生産機

構の基礎構造における停滞と，｝煤牧業部門からの供給の

硬直性および交易条件の悪化にあるとし，その輸入能力

の停滞は， i怨本財・原材料の翰入と，基礎梢造の更新と
拡大を困難にし，これは生産財・｝原料の国内生産の不足

とあいまって，生産力を減少せしめたことを指摘してい

る。これは，上に引用した見解，特に ECLAの見解と

基本的にはきわめて類似しており，したがって，これに

基づく政策的提酋も，これらと共通する点が多いが，た

だこれまでの諸政策が必ずしも成功していないところか

ら，外資沌入等はあまり強調されず，むしろ生産拡大の

ための諸条件を脆えることや十分な経済計画，特に優先

順位を考廊した投賓計画の必要性を強調していることが

注目される。これらは以下のように要約されよう。

(1) より有効な技術硲入（それは，現段階がもはや

1950年以前のごとき単純工業品の輸入代替の時期ではな

いから特に必要である）と，各部門（各瓶業，民間・政

府部門，企業家・労働者）の機能的調和を剖•ることによ

り，生旅拡大のための姑礎的条件を作ること。

(2) 実質生迎力の維続的発｝設の累郡lり過税をもたらす
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ためには毀本形成を必要とし，これは消毀と投斑との—l­

分な斉合性を基礎とした，計画されたテンボでの国内総

生産の削大を通じてダイナミックに解決されなければな

らない。外疫は常に補助的な役割を持つものである。

(3) このためには，投疫の厳密な俊先！順位を定めた経

済溌｝i的l•i酋iがきわめて瓜要である。

この投沢の低先性とは，（1））設牧業の技術革新とili令11..¥の

拡大，（2）誼工業品の輸入代替，（3）基礎構造への投狡であ

って，項目で見るかぎり特に目新しいものではない。し

かし本狡料は投沢の飯先舶位を十分考砒する必要性を強

く主張し，たとえば1961年よリ62年にいたる経済的停滞

の原因は， 1961年に行なわれた投資計画が，投疫の級先

順位を十分考廊しなかったことにあったとして，つぎの

ように述べている（注12)。

個々の計画を評価するための鋭先順位の指祁と方針

がなく，技術的経済的に厳密な分析もないこの投衰社

画推進の滋図は，自己統制力のない不均衡状態の現出

をさえ助長したのであった。このようにして，国内沢

金および外衰澗迷の不足によって，基礎的諸事業をま

ひさせ，投沢効果が現われるのを非常におくらせるこ

とになった。

この諸投毀の混乱過t』は，国内諸価格の上昇傾向に
刺激されて，この固の経済活動の実際面と金磁面との

|ii]に一つの深いギャップを作り出した。一方，輸出水

準の停滞によって生み出された輸入能力の停滞は，上

述の危機状態のより柔1次な解決にとってほとんど取り

除きがたい制限を作り出したのである。

（注6) もとよりこれらの見解は，それぞれの時期

の具体(1,・］な状況に強く規定され，また1lij政椛に対する

政策批判も含まれており，必ずしも，そのままこの時

期の停滞の要囚を解朋したものと考えることはできな
ぃu
（注7) ペロン失脚後1955年10月ロナルディ将軍に

提Illされた，いわゆる PrebisliRcport，すなわち
Paul Prebish, "The Economic State of Argentina", 

ならびに1956年1月アランプル大統領（こ捉出された，
いわゆる PrebishPlan,すなわち PaulPrebish, "So-

uncl Currency or Uncontainable Inflation" (Moneda 

Sana o Inflacion Incontenible)，および “Planfor 

Economic Restoration" (Plan de Restablecimiento 

Econ6mico)より成る。

（注8) 3務にわたるこの膨大な報告；ttは， ECLA
によって発行されてきた AJIdlisisy proycccioII¢S 

dcl de.1・urrollo c⑳ ldmicりのツリーズの第5帝目であ

るが，このシリーズの他の諮国の報告？tと同様，政府

との密接な述絡のもとに濶究を行なった後， ECLAIを1

身の開光政策を打ち1liしたものである。すなわち，・ペ

ロン失脚の翌年1956年 1月にアルゼ｀ノチン政府より，

固述に対して，この国の経済発展の木別的問題に関す

る研究に協力するよう正式に要睛があり，これに対し

て， ECLAがこれを引き受けることとなったのであ

る。．アルゼソチソ政府は，このため特に， l即述と協力
して，各種の濶在・統計を旅備・分析するための機関

を設ける政令を発布し，一方ECLAのミッショソも，

1956年より 1年mlの長期にわたる現地滞在を行なっ

て， 3年近くの成）］をかけてようやく完成したもので

ある。したがって，木報告；Ifは一般の国述の報告害と

は異なり，きわめて汀（要な意義をもつものである。こ

の報告；りはつぎの 3lll}よりなる。 (1)Parle 1. Los J,ro-

blcmas y l)crsJ)ectivas del crccimie}llo eCOIIdmico 

arge11ti110, xiii+ 127. (2) Parte 2. Los sectores de la 

j)roducd611; A. Agric1ヽltura,B. Imlustria, xvi+259. 

(3) Parte 3. Los sectores de la jJroducci伽； C． E99CI•彎

gia y l)ctrdleo, D.’ÌraItsJJortc, xii+181. 

（注9) プレビッシュは， ECLAに祖しし濯環力を持

っていたと息われるにもかかわらず， これらは相互に

かなりのニュアンスの相迫を持っていることは否定で

きない。すなわちプレビッシュは，それまでの経済倅

iiit の原囚を，股架と—t菜との緊密な関係の 1！計視にあっ
たとして，森業生並を刺激することを強瀾しているの

に対して， ECLAは従米， J．鴻．棠化における汽本形成も

赳れていたことを強潤し，今後，特に製沿エ染への投

i？を主張する。ある人はこれを「それは一苫にしてti
えばプレピッシュの伐業煎点主義に対するECLAのJ:
染重点主義といえよう」と述ぺている（木内伯胤（也署

『中i{i米の研究』，昭和35年，批界経済調社会， 297~
298ページ参照）。

（注10) アルゼンチンは1956年より IMFに）JII皿し

た。フ P ンディシ政椛下の「通箕安定 2 カ年ill• 西」等

の経済政策が， IMFの勧告に強く影将されているもの

であることは，当時の IMF勧告の内容を検討すれば

ただちに IJIJ らかとなる。すなわち，経済 (~J 危機の年
1958年8月の Consultationsにおいては， 「政府の財

政規校の縮小の慈図はt1次迎するが，政府部111Iにおける

インフレ圧力をただちに汲少させるよう強渕したい。

財政の状況が好転し， it金J:外と金1紺拡大が国内の成
長と斉合（1りなように制限されないかぎり，国内の経済
安定は得られないと伯ずる。複雑な為替制度と，為替

レートの格差の拡大（二本建て為替レートをさす……•
引Jtl者）は翰出の拡大をはばみ，固内経済を悪化させ，
牧易と為替に関する直接的制限への過殿の依存を行な

わしめている。 IMFはアルゼソチソ政府に対して，為

替制l度の大幅な改;'1'-.を要求するものである」 (pp.25~ 

26)として通貨安定と為替改祁の必要性を強謁してい

る。同年末にいたると，強力な通貨安定政策と為替11Jl
炭＇の変革が Ifl．され，実行にうつされたことは本文中
に述ぺたとおりだが， このとき（同年12月） IMFは

1958年 Consultationsのr釘Eを行ない，そこで「IMF
は， 1祠I)・lイソフレを押えるために計画されたi行政策と
予定されている為替改i'(,:を飲迎する」 (p.12)と述ぺて
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いる。さらに， これらの実行が比校（lりよい効果をもた

らした 1960年における Consu)lalionsでは「IMFは

安定政策のもとに行なわれたアルゼンチソの・礁歩と，

この視在の政策を継続しようとする政99.f0)．意図を歓迎

するものである」 (p.14)と述ぺている。

（注11) フロンディシ政 111！が外 ififi入に Jll'/j\• なウエ
イトをおいている点は，プレビッシュ 0)見解とは沢な

るものであるといわれている。すなわちブレビッシュ

も外貸麻入を否定しているわけではないが，その頂点

はあくまでもi"お知l.：．i)砂）のh‘,I大，これによるiを本裕租，

工染化なのであって，緊盗i.かつ和1f 欠な t^t 木設備のI~附

入のためにのみ対外借汰にたよることをプレビッツュ

は提索しているのである。この点外ii:.....辺伯1の．1．．．策化
政策とは類を．汎にする。このようなプレピッシュの態

l虻は，たとえば1959年5月パナマにおけるECLA総会

においてブレビッシュ(/)行なった共阿市場を強力に推

進しようという拙説の中にもや彫れされる（木1).JUJ/it紺
『中 iti•米の研究』， 291~292 ページ参照）。プレビッツ

ュのこのような劣え力は，低淵発園の発展には悛JJ））よ

りも貿易拡大をという， l:i4辿沢易lJI1 発・会議•’lf·務局・良と

しての蚊近のかれの主吸にもつながるも(/)といえよ

う。

（注12) ＊沢料 pp.~~6';"'37. 

w 付 首

ゆる梢造学派 (escuela硲tructuralista)の見解をとりい

れて，大土地所有制のもとでは， ji息産物価格を有利化し
てもその利益は地主に・l泊し，これはまった＜股業部門の

生沌拡大のために寄与しない点に最大のIIIJ題があリ，こ

れこそ，アルゼンチンのインフレと経済停滞をひきおこ

す最大の要困の一つであるとしているのである(tt13)。

このようにアルゼンチン経済の停滞と混乱は，けっし

て以上に紹介してきた論理のみで理解されるべきではな

い。それらはむしろ（＃滞と混乱の具（本的事実と沢本紫

梢・外国投究等との相互関係を説明するにと．どまってお

り，その制庶的・楕造的諸要因を考廊した検討は，なお

今後の研究にまたねばならないといえよう。

付記：本綸執狼にあたっては，アルゼンチン大使館・

経済担当官ホルヘ・黒川氏，上智大学・サンチョ教授，

困際キリスト教大学大学院品田昇氏の協力を得た。感謝

する。

なお掲載した表のうち，第 1表と第8表以外はすぺて

本衰将よリ摘要した（ただし，第2表の指数は引用者麻

l Li)。
Ul:13) Al<lo Ferrer, ibid., pp. 220~225. 

(~凶研究部ラテン・アメリカ濶査安 細限tl叫 ii)

以上が本貨料の紹介である。これは1＆近のアルゼンチ

ン経済の停滞と混乱の実梢を知り，その）Jj（因を考察する

上で多くの手がかりを与えていると言えよう。しかしな

がら本衰料はあくまでも政府の見解であって，この国の

経済の基本的諸IUJ題の十分な検討とは必ずしも酋えない

ことを忘れてはならない。そのような観点から，ここで

この問題を検討することは，衰料紹介としこの本論の応：

図するところではないが，その一例として，つぎの点を

指摘しておきたい。

すなわち，以上の紹介からも111らかなように，農業生

産の問題はこの国の経済発殷に対して決定的な、味を持

っていることは議論の余地のないところであるが，本狡

料を含めて上記の諸見解は，いずれもその価格面での有

利化と，技術進歩・機械化を中心とするi蒻業投究の必要
のみを強調して，大土地所有制をはじめとするその制邸

的問題にはほとんど触れていない (ECLAの報告杏には

制度的嬰因の指摘はあるが， 1叫I報告屯ドの範囲外であると

して，詳細な検討を行なっていない）。

しかしながら，アルゼンチンの股業生瓶の停滞(/)瓜淡

な要因の一つは，この制炭的問題にあることは，まぎれも

ない事実であって，たとえばAFerrerは最近の；界内で，

ラテン・アメリカの経済発J艮にIllする Sunkel等のいわ
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